
令和6年度第1回名古屋市食の安全・ 安心推進会議 次第 

日時： 令和6年8月23日（ 金） 14時～16時  

場所： ウィ ルあいち 3階 会議室4  

議題等 

１  名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023の取組結果について 

２  名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2028に基づく 事業について 

３  その他 

【 配布資料一覧】  

・ 座席表 

・ 名古屋市食の安全・ 安心推進会議委員名簿 

・ 資料1 名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023の取組結果 

・ 資料2 名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023に基づく 事業等の 

令和5年度実施状況 

・ 資料3 名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2028の実施状況 

（ 令和6年度の事業内容）  

・ 資料4 情報提供資料 

①  カンピロバクター食中毒って知ってる？？リーフレット  

②  小林製薬㈱が製造した紅麹を含む食品等への本市対応について 

③  食品の表示を知ろう！そして見て選ぼう！ 

・ 参考  名古屋市食の安全・ 安心推進会議に関する規程 

 名古屋市食の安全・ 安心確保のための行動計画2028 



座席表





資料１  

名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023の

取組結果（ 案）

 名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023（ 以下、「 行動計画2023」）

においては、食の安全を確保し、かつ食の安全に関する情報を正しく 伝え信

頼を醸成することにより、食に対する安心を得るという方針のもと、関係部

局が連携して様 な々事業を実施しました。  

 期間中は、新型コロナウイルス感染症の影響がありましたが、総合的には

概ね計画に沿って取組みました。 行動計画2023 における令和5 年度末時点

の数値目標の状況は次のとおりです。  

計画全体 

○ 計画全体では、食品が安全・ 安心だと感じる市民の割合が80％を超えて

いますが、引き続き、80％以上を維持できるよう取組む必要があります。 

指標 
基準値 

（ 平成29年度）

目標値 

（ 令和5年度）

実績 

（ 令和5年度）

計画全体 
食品が安全・ 安心だと

感じる市民の割合 
71. 6％ 80％ 84. 5％ 

施策の柱１ 

食の安全の 

確保 

カンピロバクター食中

毒の発生件数 
9件 0件 7件 

HACCPに沿った衛生管

理を実施している施設 
－ 100％ 69. 9％ 

施策の柱２ 

食の安全への

信頼の醸成 

リスクコミ ュニケーシ

ョ ン事業へ参加した市

民の延べ人数 

過去5年平均 

2, 489人 
3, 000人以上 3, 326人 

講習会等消費者教育事

業における理解度 
90. 7％ 90％以上 97. 7％ 

○ 令和5年度末時点の数値目標の状況 



施策の柱1 食の安全の確保 

○ カンピロバクターを原因とする食中毒は、令和5年度に7件発生しまし

た。また、事業者が行う HACCPに沿った衛生管理について、市内対象施

設の69. 9％に対し、実施状況の確認を行いました。引き続き、カンピロ

バクターを含む食中毒等を防止するために、 HACCPに沿った衛生管理の

実施状況を順次確認するとともに、実施状況に応じた指導・ 助言を行い、

定着を推進していく 必要があります。  

施策の柱2 食の安全への信頼の醸成 

○ リスクコミ ュニケーショ ン事業へ参加した市民の延べ人数や、講習会等

消費者教育事業における理解度については、 目標値に達していました。 



資料２  

1 

名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023 に

基づく 事業等の令和5年度実施状況（ 案）

本市では、 市民の食の安全・ 安心を確保するため、 名古屋市食の安全・

安心条例に基づいて「 食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023」 を策

定し、 指標となる数値目標を設定し各種事業を実施してきました。 この度

令和5年度の実施状況を取りまとめましたのでお知らせします。  

１  行動計画に基づく 事業の実施状況 

（ １ ）  施策の成果や達成度を把握するための指標となる数値目標（ 別紙1）  

食品が安全・ 安心だと感じる市民の割合について、 本市が実施した市

民アンケート（ 無作為抽出） では84. 5％となり、目標の80％を上回って

います。 今後も目標値以上を達成し、 市民の食の安全・ 安心を確保して

まいります。  

また、 各施策の柱ごとの現状値は別紙1及び以下のとおりでした。  

施策の柱１  食の安全の確保 

○ 令和 5 年度の市内におけるカンピロバクター食中毒の発生件数は 7

件でした。  

昨今の市内における食中毒発生状況をふまえ、 令和 5 年度にはカン

ピロバクター食中毒ゼロプロジェクト として、 年間を通し、 カンピ

ロバクター食中毒防止に重点を置いた事業者への監視指導や消費者

への啓発を実施しました。 飲食店等の事業者に対しては、 鶏肉の生

食等によるリスクを広く 周知し、 鶏肉は中心部まで十分加熱し提供

するよう 指導しました。 引き続き、 鶏肉を取扱う 事業者への監視指

導や消費者啓発の方法等を工夫しながら、 重点的に行ってまいりま

す。  

○ HACCP に沿った衛生管理について、 制度化以降、 市内対象施設の

69. 9％に対し実施状況の確認を行い、 新たに営業を開始した事業者

に対しても導入の支援を行いました。 今後も引き続き、 計画的に確

認を行い、 定着に向けた必要な指導や助言を行います。  



施策の柱２  食の安全への信頼の醸成 

○ リスクコミ ュニケーショ ン事業へ参加した市民の延べ人数は 3, 326

名、 講習会等消費者教育事業における理解度は 97. 7％でした。 リモ

ート による開催及びオンライン動画の活用に加え、 食の安全・ 安心

フォーラムや一日食品衛生監視員等の集合型でも実施しました。 今

後も情報提供の充実を図りながらリスクコミ ュニケーショ ン事業を

推進してまいります。  

（ ２ ）  各事業の実施状況一覧（ 別紙2）  

別紙2のとおり。  



3 

２  令和５ 年度実施事業ト ピックス 

○ カンピロバクター食中毒ZERO［ ゼロ］ プロジェクト を実施しました。

（ 健康福祉局食品衛生課）

カンピロバクター食中毒が多発する 5 月及び 9 月を「 カンピロバクタ

ーによる食中毒防止のための監視強化月間」 として、 鶏肉を取扱う 飲食

店等に対し、 中心部まで十分に加熱し提供するなど指導しました。

患者数が多い若年層を中心とした消費者に対して、 カンピロバクター

食中毒予防啓発用まな板を活用し、 二次汚染防止や、 十分な加熱等、 家

庭で行う対策の周知啓発に取り組みました。

また、 普段行政と接触する機会が少ない 20 代から 40 代の鶏の生食等

に関心がある消費者をターゲット としてインターネット 広告を配信し、

飲食店を利用する際には十分に加熱された鶏肉料理を選択するよう 啓発

を行いました。

○ 名古屋市食育推進計画における共通テーマを「 食事バランス」 として

普及啓発しました。

（ 健康福祉局健康増進課ほか）

名古屋市食育推進計画（ 第４ 次計画） における令和５ 年度の共通テー

マを「 食事バランス」 と定め、 新たにＳＮＳを活用したコンテスト 等を

実施することで、 若い世代や健康無関心層をターゲット とした普及啓発

に取り組みました。

また、食育講演会において、「 健やかな日常生活に欠かせない家庭料理

の大切さ」をテーマに、調理の実演を交えながらお話しいただきました。

また、 講演に先立ち名古屋市からのお知らせとして、 なごや食環境づく

りコンテスト の受賞者の取り組みを紹介しました。  



名古屋市食の安全・ 安心の確保のための行動計画2023 の実施状況

施策の成果や達成度を把握するための指標となる数値目標及び推移

 ※ 1： 翌年度4 月～5 月に実施した名古屋市総合計画2023 成果指標に関するアンケート の調査結果

※ 2： 制度化（ 令和3 年6 月から本格施行） 前は本市独自に重点施設を対象とし、

制度化後は全施設を対象として、 保健センター等が立入等により確認を実施

※ 3： 対象施設 47,424 施設（ 令和6 年3 月末時点）

※ 4： 対象施設 186 施設（ 令和6 年3 月末時点）

指    標

計画策定

時

(平成29 年

度)

令和

元年度
2 年度 3 年度 4 年度 5 年度

目標値

(令和5 年度)

食品が安全・ 安心だと感じる市

民の割合 ※（ 1）
71.6％ 86.9％ 88.2％ 85.9％ 83.8％ 84.5% 80％

施策の柱１

食の安全の

確保

カンピロバクター食中毒の

発生件数
9 件 9 件 5 件 9 件 5 件 7 件 0 件

HACCP に沿

っ た衛生管理

を実施し てい

る施設 ※（ 2）

※全施設（ 3） ― ― ― 38.5％ 54.5％ 69.9% 

100％
うち重点施

※設（ 4）
12.7％ 50.8％ 100％ 100％ 100％ 100％

施策の柱２

食の安全へ

の信頼の

醸成

リスクコミュニケーショ ン事

業へ参加した市民の延べ人

数

過去5 年

平均

2,489 人

3,087 人 1,243 人 1,914 人 3,087 人 3,326 人
年間

3,000 人以上

講習会等消費者教育事業

における理解度
90.7％ 94.6％ 98.0％ 96.4％ 97.8％ 97.7% 90％以上

別紙1 
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参考 

名古屋市食の安全・ 安心推進会議に関する規程

名古屋市食の安全・ 安心条例（ 平成19 年12 月26 日制定）  抜粋

第4 章 食の安全・ 安心推進会議

(食の安全・ 安心推進会議) 

第22 条 食の安全・ 安心の確保に関する事項について協議するため、名古屋市食

の安全・ 安心推進会議(以下「 推進会議」 という。 )を置く 。

2 推進会議は、次の各号に掲げる事項について協議し、必要があると認めるとき

は、 市長に意見を述べることができる。

(1) 食の安全・ 安心の確保のための施策に関すること。

(2) 食の安全・ 安心の確保のための関係者間の相互理解に関すること。

(3) 前各号に掲げるもののほか、 食の安全・ 安心の確保に関すること。

(組織) 

第23 条 推進会議は、 委員20 名以内をもって組織し、 次に掲げる者のうちから

市長が委嘱し、 又は任命する。

(1) 学識経験者

(2) 消費者

(3) 事業者

(4) 前各号に掲げるもののほか、 市長が必要と認めるもの

2 前項第2 号の規定により委嘱する委員の一部は、 公募するものとする。

3 特別の事項を協議するため必要があるときは、推進会議に特別委員を置く こと

ができる。

(任期) 

第24 条 委員の任期は2 年とし、 補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。

ただし、 再任されることができる。

2 特別委員は、 その特別の事項の協議が終了したときに解任されるものとする。

(委任) 

第25 条 前3 条に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項

は、 規則で定める。

 名古屋市食の安全・ 安心条例施行細則（ 平成20 年3 月28 日制定）  抜粋

(会長及び副会長) 

第8 条 条例第22 条第1 項に規定する名古屋市食の安全・ 安心推進会議(以下「 推

進会議」 という。 )に会長及び副会長各1 人を置く 。

2 会長及び副会長は、 委員の互選によって定める。

3 会長は、 推進会議を代表し、 会務を総理する。



4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。

(会議) 

第9 条 推進会議は、 会長が招集し、 会長が議長となる。

2 推進会議は、委員及び議事に関係のある特別委員の半数以上の者の出席がなけ

れば会議を開く ことができない。

(庶務) 

第10条 推進会議の庶務は、健康福祉局生活衛生部食品衛生課において処理する。

(委任) 

第11 条 この規則に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会

長が推進会議に諮って定める。
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